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【別紙資料】 



生年月日

単位数

計 0

外国語コミュニケーション

情報機器の操作

平成○○年○○月○○日　～　平成○○年○○月○○日

（○○大学○○学部○○学科　卒業）

２、単位

日本国憲法

体育

・教育職員免許法施行規則第６６条の６に定める科目

教育職員免許法施行規則に規定する科目
単位修得済授業科目

備考
名称

・在学期間

　上記の者は、下記のとおり、教育職員免許法施行規則第６６条の６に定める科目の単位を修得したことを証明する。

平成○○年○○月○○日

○○大学　学長　○○　○○　　　印

記

１、基礎資格

・学位の種類 学士（　　　　　）

学力に関する証明書（66条の6）

氏名 ○○○○ 平成○○年○○月○○日生　　　　
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生年月日

・学位の種類 ・備考

・在学期間

単位修得期間 平成○○年○○月○○日　～　平成○○年○○月○○日

○○大学○○学部○○学科○○専攻

単位数

・

○

・ 各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。）

・

小計 0

○ ○

小計 0

小計 0

小計 0

小計 0

計 0

単位数

計 0

■本証明書に関する問い合わせ先

○○大学○○課　ＴＥＬ：○○○○－○○－○○○○（直通）　ＦＡＸ：○○○○－○○－○○○○

学力に関する証明書(別表第１)　中一種免（社会）

氏名 文科　太郎 平成○○年○○月○○日生

　上記の者は、下記のとおり、教育職員免許法別表第１第２欄に定める基礎資格を有し、同表第３欄に定める単位を修得したことを証明する。

教科及び教科の指導法に関する科目

教科に関する専門的事項

（１）教科及び教職に関する科目

平成○○年○○月○○日

　　○○大学長　　○○　○○

１．基礎資格

学士（○○）

平成○○年○○月○○日入学　～　平成○○年○○月○○日卒業（○○大学○○学部○○学科）

２．単位修得機関・単位修得期間

①学部

記

②科目等履修
（他学部・他学科
受講含む。） 上記学校種・教科の課程認定を受けている学科等名

３．単位

教育職員免許法施行規則に規定する科目 確認欄
単位修得済授業科目

備考
名称

○

○○○○○○

上記２つの事項を合わせた内容に係る科目

教育の基礎的理解に関する科目

上記基礎資格欄と同じ

日本史・外国史

地理学（地誌を含む。）

「法律学、政治学」

「哲学、倫理学、宗教学」

「社会学、経済学」

・教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 ○○○○○○ 注）平成29年改正教育職員免許法施行規則附
則第２～４項により、旧課程の科目の単位を
読み替えている。

・教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対
応を含む。）

・教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校と地域との
連携及び学校安全への対応を含む。）

・幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程

・特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解
・教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメント
を含む。）

道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に
関する科目

・道徳の理論及び指導法

・総合的な学習の時間の指導法

・特別活動の指導法

・教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）

・生徒指導の理論及び方法

・教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の
理論及び方法

・進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

教育実践に関する科目

日本国憲法

体育

外国語コミュニケーション

情報機器の操作

・教育実習

事前及び事後の指導

教育実習

学校体験活動

【備考】

・上記「確認欄」には、各欄の左に記載されている科目又は事項を含めて、授業科目を履修し、単位を修得している場合に「○」を記載すること。

・なお、「教科に関する専門的事項」の各科目の「確認欄」には、各科目の一般的包括的な内容を含めて、授業科目を履修し、単位を修得している場合に「○」
を記載すること。

・上記の全ての単位を修得した年度 平成○○年度

（２）教育職員免許法施行規則第６６条の６に定める科目

教育職員免許法施行規則に規定する科目
単位修得済授業科目

備考
名称

・教職実践演習

大学が独自に設定する科目

「入学」「卒業」「退学」等適宜補足すること

「名称」「単位数」欄は、
必要に応じて適宜、結合・
加除して差し支えない

流用や振替等、備考の規定を使用す
る場合、適宜備考欄に補足すること

平成29年改正教育職員免許法施行規則附則
第２項～第４項により、旧課程において修
得した科目の単位を新課程の科目の単位と
みなす場合、備考欄にその旨補足すること

内訳を記載
すること

「小計」欄には各科目ごとの修得単位数
の小計を記載し、本欄で合計単位数を記
載すること（計算式入力済み）本欄には、教育職員免許法施行規則第２条第１項の

表備考第14号ロに定める「大学が加えるこれらに準
ずる科目」を記載すること

学位を取得していない場合、「学位の種類」欄は記載
せず、「在学期間」欄のみ記載すること
基礎資格としての在学期間もないなど、本証明書にお
いて基礎資格を証明しない場合、「１．基礎資格」欄
は全て空欄で良い

当該証明書の学校種・教科の免許状に係
る必要単位を修得した機関及び期間が、
「１．基礎資格」欄に記載したものと同
一である場合は「上記基礎資格欄と同
じ」等と記載すること
また、この他に科目等履修（他学部他学
科聴講を含む）により単位を修得した場
合は、当該科目等履修を行った機関及び
期間を、②欄に記載すること（①及び②
を１枚の証明書ではなく別葉で作成する
ことも差し支えない）

例１＜①②欄どちらも記載あり＞
卒業後同大学同学部同学科にて科目等履
修を行った場合、「１．基礎資格」欄に
は卒業までの在学期間を記載し、「２．
単位修得機関・単位修得期間」の①欄に
は「上記基礎資格欄と同じ」、②欄には
科目等履修生としての在籍期間を記載す
ること

例２＜①欄のみ記載＞
単位修得を、「１．基礎資格」欄に記載
した機関でのみ行い、②欄に該当がない
場合、「２．単位修得機関・単位修得期
間」の②欄には「－」を記載すること

例３＜②欄のみ記載＞
教職課程のない大学を卒業後、教職課程
のある他大学にて全て科目等履修により
単位を修得した場合（「１．基礎資格」
欄に記載した機関において証明書に記載
する単位の修得がない場合）、「２．単
位修得機関・単位修得期間」の①欄には
「－」を記載すること

例４＜①②欄どちらも記載せず＞
①欄及び②欄にどちらも該当がない場合
（本証明書において単位修得を証明しな
い場合）、「２．単位修得機関・単位修
得期間」欄及び「３．単位」欄は全て空
欄で良い

注）左に記載されている、含めることが必要な
事項について、授業科目を履修し、単位を修得
している場合に確認欄に「○」を記載すること

なお、「教科に関する専門的事項に関する科
目」については、左に記載されている各科目の
一般的包括的な内容を含めて、授業科目を履修
し、単位を修得している場合に、確認欄に
「○」を記載すること
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新免許状所持者の免許状の見本 

授与年月日 

免許状番号 

※「有効期間の満了の日」の記載があるものは「新免許状」です。 
 
（H21.3.31より前に授与された教員免許状を１種類でもお持ちの
方の教員免許状には、この記載はありません。） 

→記載がなければ、旧免許状所持者です。 

※ 更新講習の受講期間・有効期間更新の申請期間は、 
有効期間満了日の 2 年 2 ヶ月前～2 ヵ月前までとなります。 
（この例では、平成３５年２月１日から平成３７年１月３１日ま
でとなります。 
この期間より前に履修認定された講習は有効とはなりません。） 
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（様式２）
■学部・大学院出身者用　　証明書交付願

１．申請者等について
年 月 日

〒

（旧姓）

年 月 日

専攻

年 月

年 月

年 月

２．証明書について

）

1 国語 通 通 通 通
2 英語 通 通 通 通
3 社会 通 通
4 地理歴史 通 通
5 公民 通 通 □ 同じ封筒に厳封する
6 宗教 通 通 通 通
7 商業 通 通 □ その他
8 数学 通 通 通 通 以下に記入してください。

9 理科 通 通 通 通
10 情報 通 通
11 工業 通 通
12 福祉 通
13 特別支援学校 通
14 農業 通 通

× 通 円

＊該当の□にチェックした上で、
　通数を記入してください。

□卒業、□退学、□除籍

学部聴講による単位修得の有無

□免許状の個人申請　　□他大学へ提出　　□単位の確認
提出先：（

使用目的・提出先

研究科 専攻

学力に関する証明書（教員免許用単位修得証明書）【郵便申込用】

（フリガナ）

交付申請者氏名

修了等年月（西暦で）

（連絡先と同じ場合は記入不要）※原則として、証明書の発送は本人宛に限ります。

証明書送付先 〒

学科

交付申請年月日

交付申請者連絡先
日中の連絡先電話番号

学部

□卒業、□退学、□除籍
学部聴講による単位修得の有無 □有　　□無

研究科

生年月日（西暦で）

（
証
明
書
の
書
式

）
適
用
免
許
法

中高一種の各教科
（下記１～１２及び１４）

特別支援学校
（下記１３）

下記１～１４共通の注
意事項

学籍番号（不明の場合は在籍年度を記入してください。複数年度在籍された場合はすべて
の年度の学籍番号あるいは在籍年度を記入してください。）科目等履修生
（　　　　　　　　　）

学 部

卒業等年月（西暦で）

修了等年月（西暦で）

□卒業、□退学、□除籍

学籍番号（不明の場合は空欄）

栄養一種

中学専修の各教科

□新法  　　　　　　　　　□旧法
（平成28年改正法）　　（平成16年改正法）
□新法（平成28年改正法）  　□旧法　（昭和63年改正法）

高校専修の各教科

学籍番号（不明の場合は空欄）

学籍番号（不明の場合は空欄）

厳　封　方　法

＊希望の方のみご記入ください。
□ 簡易書留（３１０円切手を追加）を希望する 　□ 速達(２８０円切手を追加)を希望する

希望する免許状の種類

□ 一種

中学校 高等学校

□新法  　　　　　　　　　□旧法 　　　　　　　　　□旧々法
（平成18年改正法）　　（平成10年改正法）　　（昭和６３年改正法）

専攻

□新法　　　　　　  　　　□旧法　　　　 　　　　　□旧々法　　　　　　　□旧々々法
（平成28年改正法）　　（平成10年改正法）　　（昭和63年改正法）　（昭和29年改正法）

□有　　□無

＊適用免許法が不明な場合は、提出先に確認してください。
＊いずれにもチェックがない場合は、新法で発行します。

６００円 合計

免
許
教
科
の
種
類

大学院
（修士）

大学院
（博士）

□新法（平成28年改正法）  　□旧法　（昭和63年改正法）　□旧々法　（昭和29年改正法）

発行手数料（切手に限る）

　学力に関する証明書は、一通ずつ厳封し
て発行します。厳封方法に指定がある場合
は以下に記入してください。

【郵送時の留意事項】 本交付願とともに、必ず返信用封筒（長３サイズ以上の封筒）〔送付先の住所･氏名･切
手貼付〕と証明書の発行手数料（１通につき６００円）〔切手に限る〕、本人確認書類のコピーを同封のうえ、該
当学部教務課窓口宛に郵送してください。 郵送方法：簡易書留･速達を希望されない場合は、普通郵便で送
らせていただきます。

□ 一種 □ 専修 □ 一種 □ 専修
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（様式２）

◆

◆

◆

(1)

(2)

(3)
○

参考
○

→
→
→
→

(4)

■
教科等

国語
英語 文学部・国際文化学部・国際学部
社会 文学部・経済学部・経営学部・法学部・社会学部
地理歴史 文学部・経済学部・経営学部・法学部・社会学部
公民 文学部・経済学部・経営学部・法学部・社会学部
宗教
商業
数学
理科
情報
工業
福祉
特別支援学校
農業
栄養教諭

各学部で発行可能な証明書の種類
学部名

理工学部・農学部
理工学部
理工学部
社会学部

文学部
経済学部・経営学部
理工学部

文学部

【注意事項】
教育職員免許状取得のための「基礎資格・単位修得証明書」は、法改正に伴い、2009（平成21）年
度から「学力に関する証明書」に名称が変更されました。

旧々々法（昭和２９年改正法） 1989（平成元）年度以前入学者

【特別支援学校】
新法（平成１８年改正法）

証明書の様式について
本学所定の様式にて作成しますが、提出先指定の様式がある場合は、その用紙を郵送にてお送り
下さい。

適用免許法の記入について
教育職員免許法の改正に伴う、本学の適用時期は以下の通りです。
【中高の一種免許状】

2007（平成19）年度以降入学者

農学部

旧々々法（昭和２９年改正法） 1989（平成元）年度以前入学者

【高校の専修免許状】
新法（平成２８年改正法） 2019（平成31）年度以降入学者
旧法（昭和６３年改正法） 1990（平成2）～2018（平成30）年度以降入学者

農学部

本人確認書類のコピーを同封してください

旧法（平成１０年改正法） 2000（平成12）年度～2006（平成18）年度入学者
旧々法（昭和６３年改正法） 1998（平成10）・1999（平成11）年度入学者

昭和63年の法改正により、従前の一級免許状及び二級免許状は下記の通り変更になりました。

所属していた学部(研究科)で取得できる免許教科以外での証明書は発行できません。
例えば、小学校教諭免許状取得にあたって証明書が必要な場合、所属していた学部（研究科）で
取得可能な免許教科で発行依頼を行い、提出先において本学で修得した単位が使用できるかどう
か判断していただくことになります。

中学校教諭一級免許状
中学校教諭二級免許状
高等学校教諭一級免許状
高等学校教諭二級免許状

中学校教諭一種免許状
中学校教諭二種免許状

高等学校教諭一種免許状
高等学校教諭専修免許状

社会学部

【中学の専修免許状】
新法（平成２８年改正法） 2019（平成31）年度以降入学者
旧法（昭和６３年改正法） 1990（平成2）～2018（平成30）年度以降入学者

旧法（平成１０年改正法）
旧々法（昭和６３年改正法） 1990（平成2）年度～1999（平成11）年度入学者

2000（平成12）～2018（平成30）年度以降入学者
新法（平成２８年改正法） 2019（平成31）年度以降入学者

学力に関する証明書は、申請受理後発行まで一週間程度を要します。余裕をもって申請してくださ
い。

以下の注意事項をご確認の上、記入漏れのないように申請してください。
記入漏れ等の不備があると、免許の申請に支障が生じる場合があります。ご注意ください。（日中
の連絡先に連絡する場合があります。必ず記入してください。）

学歴の記入について
最終学歴のみでなく、本学においての学修歴全て記入してください。
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　　　　　　年　　　　月　　　　日
〒

℡ ℡
（旧姓）

□東京都立大学 卒業
（不明の場合は空欄）

□首都大学東京 退学

□東京都立大学 □修士 修了
（不明の場合は空欄）

□首都大学東京 □博士前期 退学

□科目等履修生（大学院在籍中学部聴講） □修士,博士前期(学修番号      　          ) □博士,博士後期(学修番号       　         )
（西暦） （不明の場合は空欄）

□単位の確認 □個人申請（指定用紙有） □個人申請（指定用紙無）
提出先：
□新法（平成２８年改正法） □旧法（平成１０年改正法） □旧々法（昭和６３年改正法）

＊使用目的及び提出先等により証明書の様式が異なります。必ず記入してください。

□ 一種 □ 専修 □ 一種 □ 専修 □ 一種 □ 専修 □ 有（個別）
□ 国語
□ 英語 □ 異なる証明書を
□ 中国語 同じ封筒に厳封
□ 社会 *以下に封入方法を明記してください。

□ 公民
□ 地歴
□ 理科
□ 数学
□ 情報

□ 無
□ ドイツ語
□ フランス語
□ 福祉
□ 工業
□ 養護教諭一種免許状 通

　□運転免許証　　□健康保険証　　□パスポート　　□在留カード　　□その他
　□外国人登録証（在留カードとみなされる有効期間内のものに限る）

４００円×　  　  通

証明書発行枚数 枚

単価 ＠ 400円

収納額

学力に関する証明書（教育職員免許状用）発行申請書
No.

交付申請年月日

交付申請者住所
日中の連絡先（必ず記入してください）

（ふりがな）
生年月日

（西暦）

　年　　　月　　　日生 
交付申請者氏名

学修
番号

大学院
　研究科

専攻・専修
系・学域

（西暦）

年　　月
学修
番号

学部 　　　　学部
学科
系

専攻
コース

（西暦）

年　　月

】 学修
番号

使用目的・提出先等

適用免許法

その他・特記事項等

希望する免許状の種類 厳封

科目等履修生（聴講生） 【
（西暦）

年　　　月 ～ 年　　　月

*該当の□にチェックした上で、
通数を記入してください。

□中学校 □高等学校 □中学校・高等学校※

免
許
教
科
の
種
類

通 通 通
通 通

通
通 通
通 通 通

通
通 通 通
通

通

通 通 通 *厳封を希望する場合は、角３以上の返信
用封筒をご用意ください。通

通
＜以下の免許教科は、新法（平成２８年改正法）の学力に関する証明書発行不可＞

通 通 通

以下、事務処理欄のため記入不要　　公立大学法人　首都大学東京

教務欄 会計欄
担当者 領収書発行Ｎｏ．ＳＡ                              .

領収日付印

通

本人確認書類（コピー添付）

手数料 合計金額　　　　　　　　円 （為替　　　　枚）

第　　　　　号 第　　　　　号 第　　　　　号 第　　　　　号

円

発行年月日 証明書発行簿

　 年 　月 　日

第　　　　　号 第　　　　　号 第　　　　　号 第　　　　　号 第　　　　　号

第　　　　　号
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◆ 学力に関する証明書は、申請受理後発行まで一週間程度を要します。改正法の読替え等、証明内容によっては
一週間以上を要する場合もありますので、余裕をもって申請してください。

◆ 以下の注意事項をご確認の上、記入漏れのないよう申請してください。
記入漏れ等記載事項に不備があると、免許の申請に支障をきたす場合があります。ご注意ください。
（適用免許法等の確認のため、日中の連絡先に連絡する場合があります。必ず記入してください。）

◆ ご不明な点や詳細は、卒業・修了時の所属学部（学系）・研究科の教務係へ別途お問い合わせください。

(1) 学歴の記入について
最終学歴のみではなく、本学における学修歴をすべて記入してください（科目等履修生も含みます。）。

(2) 大学院在籍中の科目等履修（学部聴講）について
大学院在籍中に学部聴講により学部単位を修得した場合は、該当する所属にチェックをしてください。
（東京都立大学の場合：「修士」、「博士」／首都大学東京の場合：「博士前期」、「博士後期」)
平成２１年度以降の科目等履修生の方は、学修番号を記入してください。

(3) 証明書の様式について
証明書は原則一通につき、１免許種・１教科の証明になります。（例：高等学校1種・理科／中学校専修・英語等）
必要な免許教科の種類等を必ず確認の上、お間違いのないように必要な通数を記入してください。

※ 中学校・高等学校で同一の免許教科の証明書を申請する場合、教科によってはまとめて一通で発行できる場合が
あります。修得単位の確認等の目的で、一通で中学校・高等学校の証明書の発行を希望する場合は、事前に下記
問合せ先へ確認してください。
ただし、個人申請用として一通で中学校・高等学校の証明書の発行を希望する場合は、必ず事前に提出先の教育
委員会に問い合わせて確認してください。教育委員会によっては、中学校と高等学校をそれぞれ一通ずつ提出しな
ければいけない場合があります。

(4) その他・特記事項等欄
他大学等での修得単位等と併せて申請を行う場合は、「他大学修得単位あり」等その旨を明記してください。

(5) 適用免許法欄の記入について
○教育職員免許法の改正に伴う本学の適用時期は以下のとおりです。

新法（平成２８年改正法）
旧法（平成１０年改正法）
旧々法（昭和６３年改正法）
旧々々法

○以下の免許教科は、平成28年改正法の課程認定を受けていないため、本学では新法の学力に関する証明書を
　 発行することができません。ただし、「教職に関する科目（各教科の指導法を除く）」は、新法に読み替えることが
　 できますので、以下の免許教科取得目的で申請される場合は、本学が平成28年改正法で課程認定を受けている
　 同一学校種の他教科で発行申請を行っていただき、流用していただくことになります。

(6) 希望する免許状の種類欄について
所属していた学部（研究科）で取得できる免許教科以外での証明書の発行はできません。
例えば、小学校教諭免許状取得にあたって証明書が必要な場合、所属していた学部（研究科）で取得可能な
免許教科で発行依頼を行い、提出先において本学で修得した単位が使用できるかどうか判断していただくことに
なります。

　≪参考≫　昭和６３年法改正により、従前の一級免許状及び二級免許状は下記のとおり変更になりました。

中学校教諭一級免許状 → 中学校教諭一種免許状
中学校教諭二級免許状 → 中学校教諭二種免許状
高等学校教諭一級免許状 → 高等学校教諭専修免許状
高等学校教諭二級免許状 → 高等学校教諭一種免許状

○ 高等学校「社会」は平成元年より「公民」と「地理歴史」になりました（本学適用は1990（平成２）年度以降入学生）。

【南大沢キャンパス】 【日野キャンパス】

人文社会学部教務係 ℡ 042-677-2053 日野キャンパス管理部学務課教務係
法学部教務係 ℡ 042-677-2253 ℡ 042-585-8611 
経済経営学部教務係 ℡ 042-677-2303 
理学部教務係 ℡ 042-677-2444 【荒川キャンパス】
都市政策コース担当 ℡ 042-677-2351
都市環境学部教務係 ℡ 042-677-2694 荒川キャンパス学務課教務係
教務課教務係 ℡ 042-677-2395 ℡ 03-3819-1211

【注意事項】

2019年度以降入学生

※本学は2018年度に学部・研究科の再編を行いました。お問合せの際は、再編前の所属をお申し出いただければ、担当部署に取り次ぎます。

工業　（高等学校一種・高等学校専修）
養護教諭一種

【問合せ先】

住所：　〒192-0397 　八王子市南大沢1-1 住所：　〒191-0065　日野市旭が丘6-6

住所：　〒116-8551 　荒川区東尾久7-2-10

2000（平成１２）年度以降入学生
1990（平成２）年度以降入学生
1989（平成元）年度以前入学生

ドイツ語　（中学校一種・高等学校一種・中学校専修・高等学校専修）
フランス語　（中学校一種・高等学校一種・中学校専修・高等学校専修）
福祉　（高等学校一種・高等学校専修）
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